
進捗評価（大分類別)進捗評価（大分類別)進捗評価（大分類別)進捗評価（大分類別)改革のﾃｰﾏ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 計１　定員管理及び給与の適正化 1 9 0 10２　人材育成等の推進 0 4 1 5３　機能的で柔軟な組織・機構の確立 0 7 1 8４　民間委託等の推進 1 8 3 12５　外郭団体及び第三セクター等の見直し 0 5 0 5６　財政運営の健全化 1 15 4 20７　電子自治体の推進 1 2 1 4８　公正の確保と透明性の向上 1 6 0 7９　市民との協働の推進 0 3 1 4１０　議会への情報提供の推進 0 0 2 2計（項目数） 5555 59595959 13131313 0000 77777777構成比 6% 77% 17% 0% 100%行革項目担当課による自己評価、Ａ；計画以上　Ｂ；計画どおり　Ｃ；計画一部実施　Ｄ；延期、未実施等取組経過（評価ごと）取組経過（評価ごと）取組経過（評価ごと）取組経過（評価ごと）【Ａ評価】 5項目5項目5項目5項目1-8 時間外勤務の削減 上半期17,867時間（前年比△15.5％)4-7 保育所の民営化 美又へき地保育所の廃止(Ｈ21～）方針決定6-4 自治体財政健全化法への対応 繰上償還の着実な実施7-4 行政手続のオンライン化の推進 e-Taxへの参加8-3 行政手続条例の適切な運用 パブリックコメントの導入(12月～)【Ｂ評価】 59項目（以下、抜粋）59項目（以下、抜粋）59項目（以下、抜粋）59項目（以下、抜粋）1-4 一般行政職の給与の見直し 人勧(6月)、県人勧(10月)を参考に検討1-7 諸手当の見直し 通勤手当総点検、手当額の見直しを組合申入れ3-1 組織・機構の統廃合（機構改革の実施） 9月行政機構部会設置、各部の案をとりまとめ中権限移譲、「母子寡婦福祉貸付金に係る事務」（Ｈ21.4～）予定3-5 事務量に応じた適正な人員配置の実施 9月　行革推進本部に行政機構部会を設置4-4 幼稚園の統廃合及び民営化 退職不補充(△2)、周布廃園(Ｈ20末)5-1 外郭団体及び第三セクターの抜本的見直し 第三者評価ヒア(5月)、経営改善計画ヒア(7、8月)5-2 水道事業定員管理の適正化 水道会計(△5人)5-4 水道事業遊休資産等の有効活用 竹迫配水池ＰＣタンクへの壁面広告を掲載6-1 中期財政計画に基づく事業の実施 学校耐震化等への対応で上方修正(指標は維持)6-2 総人件費の抑制 平成19年度実績額　6,222,669千円6-3 物件費・補助費等の削減 10月　55億円削減計画策定　予定6-9 各種補助金・交付金等の見直し 行政評価実施(1次、89事業)、10月～外部評価8-6 外部専門機関等による監査機能の強化 外部監査契約に基づく監査に関する条例　3月議会【Ｃ評価】 13項目13項目13項目13項目2-3 「フロンティアプロ21」の活用 報告書作成中3-8 投票区域・投票所の見直し 自治区の事情にあった見直しに向け調整中4-1 官民の役割分担にもとづく多様な外部化の検討 外部化は、機構改革の中で検討4-3 学校給食業務の民間委託 三隅を除き平成21年度から民間委託の方針決定4-6 学校用務員の嘱託化 現業職場全体の中で順次調整中6-10 使用料、手数料の見直し 市民生活への影響を配慮し、実施時期の延期6-14 遊休財産（普通財産）の売却 広報を実施、岡見住宅1件売却6-15 国民健康保険事業の見直し 基準外繰り出し削減に向けた取組みが今後の課題6-19 介護保険事業の見直し 制度改正等により特定高齢者の把握に遅れ。7-3 パソコン活用による業務改善の推進 文書管理システム未着手。年度末までに調査行う。9-2 NPOとの協働及び役割分担の見直し ＮＰＯとの庁内共同案件について調査研究を行う。10-1 議会への情報提供の推進 今後、議会側と詳細な協議を行っていく。10-2 議会の情報公開の促進 ＨＰについて今後検討【Ｄ評価】 なしなしなしなし


